
地方創生先行型交付金事業評価（一覧）
H28.8.25　効果検証部会提出資料

《基本目標１》本県における安定した雇用の創出

（ア）本県に集積した最先端科学技術等を活用した新産業・新事業の創出

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

当事業KPI
①

機器の試作開発件数 件 － 2 3 150.0%

当事業KPI
②

導入補助件数 件 － 35 41 117.1%

（参考）
総合戦略
関連KPI

産学官連携による新製品等開発件
数（H22-26累計）31件→（H27-31
累計）50件

件
31

（H22-H26
累計）

50
（H27-
H31累計）

当事業KPI
①

茨城県でのロボット実証試験件数 件 － 10以上 11 110.0%

当事業KPI
②

ロボットの巡回展示回数 回 － 100以上 104 104.0%

（参考）
総合戦略
関連KPI

生活支援ロボットの製造及び生活
支援ロボットを活用したサービスを
展開する企業等数

社
1

（H26）
20
（H31）

当事業KPI
①

水素戦略の策定 件 － 1 1 100.0%

当事業KPI
②

水素関係イベントの開催 回 － 1 1 100.0%

（参考）
総合戦略
関連KPI①

水素ステーションの整備 施設
－
（H26)

4
（H31）

総合戦略
関連KPI②

燃料電池自動車の普及台数 台
－
（H26)

750
（H31）

総合戦略
関連KPI③

家庭用燃料電池の普及台数 台
2,137
（H26）

14,500
（H31）

水素戦略推進事業

2

3

2020年に向けて，生活支援ロ
ボットを実用化する企業数が増
加していくよう，研究開発中のロ
ボットの実証試験等を推進する
ため，引き続き事業を継続する
必要がある。

ロボットイノベーション戦略推進
事業

51,660

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

事業が効
果的であっ
たことか
ら，取組の
追加等さら
に発展させ
る

ロボット実証試験を推進すると同時に
普及啓発を行うことにより，生活支援ロ
ボットの実用化を目指す企業の取組を
促進することができ，目標値を上回る
成果につながった。今後は，前年度に
おける事業の実績を周知する等により
引き続き普及啓発を行い，事業に参加
する企業を増やして，生活支援ロボット
の実用化の取組を促していく。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

試作開発のほか技術開発も実施し，機
器開発としては合計５件を支援したとこ
ろであり，製品化に向けた開発を進
め，ＫＰＩ達成に資することができた。ま
た，導入促進補助も41件実施したとこ
ろである。
今後の製品開発に着実につなげていく
ため，機器開発支援をさらにステップ
アップさせていく必要がある。

事業が効
果的であっ
たことか
ら，取組の
追加等さら
に発展させ
る

試作開発３件に加え，技術開発
２件も実施することができた。５
年の事業計画期間中，これらの
実績を活かし，推進交付金を活
用して機器開発支援をステップ
アップさせていく必要がある。

グローバルニッチトップ企業育
成促進プロジェクト

127,7961

「いばらき水素戦略」の策定により，水
素に係る取組を長期的・継続的に進め
るための方向性や目標，関係者の役
割分担等を明確にすることができた。
また，「いばらき水素利用シンポジウ
ム」の開催により，県民や企業等の水
素に対する理解を深めることができ
た。
今後も引き続き「いばらき水素戦略」に
基づき，水素に係る取組を推進する。

今後も引き続き「いばらき水素戦
略」に基づき，水素に係る取組を
推進する必要があるため。

9,686

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

事業の継
続

※事業順は，茨城県まち・ひと・しごと創生総合戦略の

基本目標の構成に沿って整理しています。

資料４－２
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（イ）新たな時代を見据えた新産業・新事業の創出

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

4
ベンチャー企業等支援強化事
業

1,893 当事業KPI
ベンチャー企業等と参加者による
商談中の案件

件 － 5 5 100.0%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

ビジネスプラン発表会に向け，専門家
が事業計画のブラッシュアップ，発表
内容，プレゼンテーションに対する助
言・指導を行い，発表会後も，事業遂
行に向けた継続的な支援を行った。
　また，発表会当日は，金融機関やベ
ンチャーキャピタルを招待し，ベン
チャー企業とのマッチングを図ることが
できた。

予定通り事
業終了

所定の成果を得られたため事業
を終了する。

（参考）
総合戦略
関連KPI

ベンチャー企業数 社
371
（H26)

500
（H31）

5
クリエイティブ企業等進出支援
事業

23,937 当事業KPI
県北地域へのクリエイティブ企業等
の誘致件数

事業者 － 10 6 60.0%

地方創生
に効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

シェアオフィス日立には4事業者，シェ
アオフィス大子には2事業者の計6事業
者の入居者を決定したことから，今
後，地元事業者と連携した新規事業や
新商品・サービスの提供等が期待され
る。
しかしながら，整備したシェアオフィス
に空室があることから，引き続きクリエ
イティブ企業等の誘致に努める必要が
ある。

特に見直し
をせず，事
業を継続

シェアオフィスに空室があること
から，引き続き事業所開設支援
や情報発信等を継続し，入居者
の確保に努める必要がある。
また，H28は新たに北茨城市が，
シェアオフィスを整備したいとい
う意向があることから，市と連携
し，オフィスの整備及び企業等の
誘致をさらに強力に進めていく
必要がある。

（参考）
総合戦略
関連KPI

県北地域へのクリエイティブ企業等
の誘致件数

事業者 －
50
（H27-
H31累計）

（ウ）ものづくり産業・地場産業・サービス産業の生産性向上等

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

6
いばらき中小企業海外展開プ
ロモート事業

31,349 当事業KPI 商談成約率（延べ40社支援） ％ － 12.5 18.2 145.6%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

海外展示会等における商談支援や，
専門家による海外バイヤー等へのフォ
ローアップなどにより，目標値を上回る
成果につながった。
今後は，特定地域への更なる海外販
路開拓等を展開し，県内企業の輸出
拡大を図る。

事業が効
果的であっ
たことか
ら，取組の
追加等更に
発展させる

当事業の継続に加え，加速化交
付金を活用し，新たに北関東三
県連携によりベトナムへのアン
テナショップを設置するなど，中
小企業の海外販路開拓に取り組
む。

（参考）
総合戦略
関連KPI

輸出を行っている県内の中小企業
数

社
218
（H26)

330
（H31)

7
小規模事業者等経営力向上促
進事業

3,104 当事業KPI 受講者のうち研修修了者の割合 ％ － 80 56 70.0%

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

平成27年度は小規模事業者72名が受
講し，うち40名が修了認定基準（8割以
上出席）を達成した。修了認定を得ら
れなかった者も含め，多くの受講者
が，講座で学んだことを生かした取組
をはじめており，これまでに，国の補助
金の獲得（ものづくり補助金２件，持続
化補助金７件）や，経営革新計画の策
定（１件）などの取組の促進につながっ
ている。

事業の継
続

経営に関する知識を習得する機
会の創出により，小規模事業者
による主体的な経営改善の取組
を促進するため，引き続き事業
を実施する。

（参考）
総合戦略
関連KPI

経営革新計画承認件数 件
220
（H26)

1,250
（H27-
H31累計）
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事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

当事業KPI
①

笠間焼の生産額 億円 12.0 12.3 12.5 166.7%

当事業KPI
②

陶芸大学校の入学者数 人 － 10 12 120.0%

（参考）
総合戦略
関連KPI

地域産業における新商品開発支援
件数

件
74

（H22-H26
累計）

90
（H27-
H31累計）

9
サービス産業生産性・付加価値
向上促進事業

9,974 当事業KPI
モデル事業者の労働生産性伸び
率（過去10年間の平均伸び率
1.0％）

％ － 1.4 1.0 71.4%

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

当事業の３モデル事業者は，サービス
工学を活用した取組に対する補助金を
交付し生産性向上を図った結果，業務
の効率化や顧客満足度の向上等の成
果を得た。また，その成果やサービス
工学の考え方等をセミナー等により公
表し，一定の普及が図られた。
一方，補助金なしでのサービス工学を
活用した取組を行う事業者はまだ出て
きていない。

継続的な事
業実施を予
定していた
が中止した

中小サービス事業者の生産性
向上を促進するため，サービス
工学を活用した取組の普及を図
るとともに，新たな施策を検討す
る。

（参考）
総合戦略
関連KPI①

サービス産業の労働生産性の年
間平均伸び率

％
1.0
（H24）

3.0
（H31）

総合戦略
関連KPI②

サービス業年間生産額 億円
19,780
（H24）

22,494
（H31)

（エ）農林水産物の成長産業化

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

10
茨城マルシェ県産品ブランド化
推進事業

17,000 当事業KPI
都内販売店等での新規取扱商品
数（延べ数）

品 － 12 16 133.3%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

首都圏での物産展や百貨店催事など
各種物産イベントなどでの出張販売を
通じ，地域産品のブランド化及び販路
拡大に寄与することが出来た。

事業の継
続

他の事業（アンテナショップ（茨
城マルシェ）運営事業）に組み込
んで，継続的に実施する。

（参考）
総合戦略
関連KPI

東京都中央卸売市場における県農
産物シェア（金額ベース）

％
9.5
（H26）

11.0
（H31）

54,947
笠間陶芸大学校開設準備等事
業

8

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

本交付金の活用により，ロクロや土練
機，焼成窯などの設備・機器の整備
や，石膏型や大物制作に対応した実
習室を確保するための改修工事を行っ
た。
また，国際公募展等で受賞実績のある
現役の陶芸作家２名を特任教授として
招聘し，開校に向けた新カリキュラム
試行や学生募集に向けたＰＲ活動を
行った。
これにより，現代陶芸に求められる多
様な技法や表現方法を習得できる環
境を整備するとともに，大学校の知名
度の向上が図られ，入学者数の目標
値の達成につながった。
さらに，人間国宝やバイヤーなど，多
彩な外部講師による公開の特別講座・
ワークショップを開催することにより，
産地の技術レベルやデザイン性の向
上につながった。

事業の継
続

笠間市や笠間焼協同組合との
連携し，卒業生の産地での就業
や創業を支援することにより，定
住や担い手確保，笠間焼のブラ
ンド力の向上を図っていく。
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事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

当事業KPI
①

イバラキング10aあたり販売金額 万円 120 132 164 366.7%

当事業KPI
②

「メロン生産県日本一」の認知度 ％ 44.6 47 48.1 145.8%

当事業KPI
③

農産物の輸出量 ｔ 0.3 20 40.7 205.1%

当事業KPI
④

常陸牛の年間輸出量 kg 134 240 1,809 1580.2%

当事業KPI
⑤

六次化認定者の事業計画達成率 ％ 54.1 60以上 52.4 △28.8%

当事業KPI
⑥

農業大学校卒業生の就農率 ％
44
（H25）

52 43.5 △6.3%

（参考）
総合戦略
関連KPI①

農業産出額 億円
4,356
（H25）

4,380
（H31）

総合戦略
関連KPI②

東京都中央卸売市場における県青
果物取扱高

％
9.5
（H26）

11
（H31）

総合戦略
関連KPI③

６次産業化関連事業の年間販売金
額

億円
411
（H25）

463
（H31）

総合戦略
関連KPI④

本県青果物・水産物の輸出金額 億円
24.9
（H25）

46.8
（H31）

総合戦略
関連KPI⑤

新規就農者数（45歳未満） 人/年
197

（H26）※
385 ※H26は39歳以下でかつ独立自営就農者のみの数値

12 いばらき食彩の里推進事業 24,008 当事業KPI 常陸秋そばフェアの開催店舗数 件 （9） 10 34 340.0%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

市町やＪＡ，常陸秋そば振興協議会等
の関係団体との連携により，都内そば
店に対しフェアへの参加周知を図った
ことにより，目標値を上回る開催店舗
数につながった。
常陸秋そばは，全国のそば職人やそ
ば通の評価は高いものの，一般消費
者の認知度は未だ低い状況にあるた
め，首都圏を中心に各種メディア等を
活用し情報発信に取り組むなど，常陸
秋そばの注目度を高めていく必要があ
る。

事業が効
果的であっ
たことか
ら，取組の
追加等さら
に発展させ
る

常陸秋そばの認知度向上を図る
ためには，市町や常陸秋そば振
興協議会などと連携を図り，フェ
アやスタンプラリーなど話題性の
あるイベントを開催することなど
により，各種メディアへの露出を
高め情報発信するとともに，県
北地域のそば店等への誘客促
進を図っていく必要がある。

（参考）
総合戦略
関連KPI

常陸秋そばフェアの開催店舗数 件
9

（H26）

65
（H27-
H31累計)

茨城農業改革推進事業11

県オリジナル品種等を活用した
ブランド化や６次産業化による付
加価値向上，輸出促進等による
需要開拓を行う革新的な産地づ
くりと，経営感覚に優れた経営体
の育成や新規就農者の確保・育
成に向けて，引き続き発展的に
各事業を実施する。

97,144

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

　本県農産物のブランドの牽引役とな
る県オリジナル品種「イバラキング」・
「いばらキッス」の差別化商品の生産・
品質基準の確立や都内高級果実専門
店や百貨店等への販路開拓により，本
県農産物のブランド力の向上とイメー
ジアップが図られ，農業産出額７年連
続全国第２位，東京都卸売市場におけ
る青果物の取扱高12年連続全国第１
位の堅持に有効な取組みであった。
　また，商社等と連携した輸出支援に
より，常陸牛をタイ・ベトナム，メロンや
梨など青果物をタイ・マレーシアへ本
格的な輸出が開始され，本県の農産
物等の輸出金額の増加につなげること
ができた。
　今後も，平成28年3月に策定した「茨
城農業改革大綱」に基づき，「人と産地
が輝く，信頼の茨城ブランド」を改革の
基本方向に，安全・安心で高品質な農
産物を安定的に供給するこれまでの取
組みに加え，ブランド化や６次産業化，
輸出などに取り組む革新的な産地づく
りや優れた経営体の育成を進め，消費
者が満足する価値ある農産物を提供
することにより，信頼に応え発展する
「いばらき農業」の確立に向けた取組
を着実に推進する。

追加等さら
に発展させ
る

4



事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

当事業KPI
①

地域資源を活用した加工品・メ
ニュー試作数

品目 － 8 12 150.0%

当事業KPI
②

産地における販売額の増加率（梨） ％ － 5 10.5 210.0%

当事業KPI
③

産地における販売額の増加率（エ
シャレット）

％ － 10 8.1 81.0%

当事業KPI
④

産地における販売額の増加率（ニ
ガウリ）

％ － 5 7.5 150.0%

（参考）
総合戦略
関連KPI

6次産業化関連事業の年間販売金
額

億円
411
（H25）

463
（H31）

14
いばらき農業女子確保・育成事
業

2,307 当事業KPI 経営発展モデル立案件数 件 － 30 24 80.0%

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

ロールモデルである女性農業者をの
べ9回にわたり，10名派遣した結果，就
農希望者65名のうち97％が，経営能
力の向上につながったと評価した。作
成したロールモデル集は，他県に同様
の冊子が無く，就農相談会では1度に
50部以上配布するなど，新規就農希
望者への効果的なＰＲができ，新規就
農者の確保・育成とともに，農業農村
地域において女性が活躍できる環境
づくりに寄与することができた。また，
本講座には当初33名が受講し，最終
的に24名がビジネスモデルの立案・実
現に向けた取組を開始した結果，講座
やビジネスモデルの作成･発表を通し
て，受講者の経営能力の向上が見ら
れた。目標未達の要因としては，30-40
代の女性は農業・子育て・家事で忙し
く，講座への継続参加が困難であった
ことが考えられる。今後は，受講者の
選定と受講しやすい環境整備が必要
である。

講座の内
容や開催
方法の改
善(託児所
設置)を行
い，若手女
性農業者
の育成に力
を入れる

この取組を継続することで，意識
の高い若手女性農業者の掘り起
しやネットワークづくりを進め，本
県の女性活躍のモデルとしての
支援することにより，将来的に女
性就農希望者の確保に繋げて
いく。

（参考）
総合戦略
関連KPI

新規就農者数（45歳未満） 人/年
197

（H26）※
385 ※H26は39歳以下でかつ独立自営就農者のみの数値

15
食生活改善地区組織活性化事
業

1,895 当事業KPI
年間の食生活改善推進員養成数
300名のうち20～40歳代が占める
割合

％ － 10.0 17.5 175.0%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

それぞれの地域の実情に応じた新た
な制度の導入や事業の実施により会
の魅力向上を図るとともに，養成講座
の工夫等により若い世代の新規会員
数の増加を図り，目標値を上回る成果
につながった。
今後は，事業を実施した地域の効果・
反響を把握し他の地域へ波及させると
ともに，会員数が減少している地域や
養成講座の開催が少ない地域を対象
に事業を継続して実施していく必要が
ある。

事業の継
続

第2次健康いばらき21プランにお
いて平成28年度までに会員数を
6,000人とすることを目標としてい
ることから，養成講座への支援
等により新規会員数の増加を図
るとともに，魅力ある会の活動体
制を構築し，会員の早期退会者
の減少を図るため，引き続き事
業を継続する必要がある。

（参考）
総合戦略
関連KPI

学校給食における地場産品率 ％
44.5
（H26）

49.5
（H31）

25,643
農林水産物地域ブランド力緊急
支援プロジェクト

13

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

地域資源の活用に当たっては，個々の
事業者による点の取組にとどまること
が多く，産地全体で所得が向上するよ
うな面的な広がりが少ないなどの課題
があったが，これらに対応すべく，産地
単位で企業等の多様な事業者と連携
して行う地域ブランド商品づくりを支援
したことにより，地域的な取組につなが
るなどの成果を得ることができた。今
後も，多様な事業者との連携による取
組を進め，地域資源の有効活用による
ブランド化に地域ぐるみで取り組むも
のとする。

追加等更に
発展させる

後継事業となる農林水産物地域
ブランド力向上支援事業（県単）
により試作品の商品化を図ると
ともに，当該地域資源を活用し
た食育活動等を通じブランド力
向上に資する取組を行うため。

5



（オ）魅力ある観光産業の振興

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等
今後の方
針

今後の方針の考え方（理由）

16
いばらきおもてなしレベルアップ
事業

8,943
当事業KPI
①

アンケートによる旅行満足度調査
結果において「満足した」回答割合

％ 77 80 84 233.3%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

観光事業者をはじめ，一般県民も対象
としたおもてなし県民大会の開催によ
り，全県的なおもてなし気運の醸成が
図られた。また，観光マイスター制度の
創設やおもてなし講座の開催等によ
り，おもてなしを実践できる人材の育成
が図られた結果，ＫＰＩの達成につな
がった。
東京オリンピック・パラリンピックの開
催等を控え，この取組をさらに加速さ
せていく必要がある。

事業が効
果的であっ
たことか
ら，取組の
追加等さら
に発展させ
る

東京オリンピック・パラリンピック
の開催等，今後さらなる観光客
の増加が予想されるため，新た
に民間宿泊施設のトイレ洋式化
への整備支援を行うなど，本県
全体のおもてなしの向上を図っ
ていく。

（参考）
総合戦略
関連KPI

観光地点等入込客数（延べ人数） 人
5,075万
（H26)

5,700万
（H31)

当事業KPI
①

外国人宿泊者数の増加率（現状：
88,490人）

％ － 10 115.2 1152.0%

当事業KPI
②

茨城空港就航先からの観光入込
客数
（北海道・福岡県・兵庫県からの宿
泊者数［現状16,284人]）の増加率

％ － 10 -41.9 -419.0%

（参考）
総合戦略
関連KPI①

観光地点等入込客数（延べ人数） 人
5,075万
（H26)

5,700万
（H31)

総合戦略
関連KPI②

宿泊観光入込客数（実人数） 人
462万
（H26)

625万
（H31）

18
いばらき周遊観光バスツアー促
進事業

17,797 当事業KPI 海外からの県内宿泊者数 人 － 10,640 9,809 92.2%

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

バス代半額補助について，海外の旅
行会社及び在京ランドオペレーター社
（手配会社）に積極的に事業PRした結
果，当事業を利用した海外から本県へ
の宿泊が促進された。
一方，バス代半額補助の申請後，集客
不足を理由に旅行会社が利用申請を
取り下げるケースが数件あり，当事業
の利用機会を一部逸する結果となっ
た。
今後同事業を実施する際は，利用可
否について細かに旅行会社と連絡をと
り，事業をより効果的に実施する。

事業内容
の見直し
（改善）を
行った

同事業については，予算の制約
があるため，支援対象を一部の
国（H28年度はベトナム）に限定
して実施する。
※　農業関連協定の締結など，
本県とベトナムとの関係が緊密
であることから，ベトナムからの
誘客促進を図るため，H28年度
はベトナムからのツアーに限定
してバスの提供を実施

（参考）
総合戦略
関連KPI①

海外からの観光ツアー催行数 ツアー
341
（H26）

2,500
（H31）

総合戦略
関連KPI②

消費税免税店舗数 店舗
149
（H26）

450
（H31）

19,496
県外メディア活用魅力発信強化
事業

17

海外メディアへのパブリシティについて
は５か国のメディアに１３５回取り上げ
られるとともに，茨城空港就航先であ
る福岡県において秋の観光キャンペー
ンに併せて30秒ＣＭを30回放送し，本
県の魅力発信に寄与することが出来
た。
なお，茨城空港就航先からの観光入
込客数については，札幌便及び福岡
便の便数減（1日2便→1便）に伴い，前
年比41.9％減となった。

事業内容
の見直し
（改善）を
行った

県外メディア活用魅力発信強化
事業のうち，海外向けの情報発
信について，対象国を絞り込む
などの見直し行い，予算を縮減
して実施する。

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

6



事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

19 茨城空港就航先誘客促進事業 12,159 当事業KPI 就航先からのツアー造成数 本 － 30 20 66.7%

地方創生
に効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

就航先からのモニターツアーにより，メ
ディア11媒体，ブログ等12サイトに掲
載されたことから，就航先での認知度
向上につながった。また，修学・研修旅
行造成支援により20ツアー229人の送
客があった。
引き続き，メディアの活用などにより，
茨城空港就航先からの更なる誘客を
促進していく。

事業の継続本県の認知度向上や，誘客を促
進するため，引き続き事業を実
施する。

（参考）
総合戦略
関連KPI①

観光地点等入込客数（延べ人数） 人
5,075万
（H26)

5,700万
（H31)

総合戦略
関連KPI②

宿泊観光入込客数（実人数） 人
462万
（H26)

625万
（H31）

20 高校生英語実践力向上事業 692 当事業KPI
英語実践力が向上した参加生徒の
割合

％ － 70 97 138.6%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

研修に参加したことで，英語によるコ
ミュニケーションの楽しさや英語で伝え
ることができたときのうれしさを味わう
ことができ，目標値を上回る成果につ
ながった。
今後は，募集人数に対して応募者が
多数いることから，募集人数や研修
コースを増やすなどして，事業の拡充
を図っていく。

追加等更に
発展させる

募集人数や研修コースを増やす
などにより事業を発展させ，高校
生の英語実践力のさらなる向上
に取り組む。

（参考）
総合戦略
関連KPI

観光地点等入込客数（延べ人数） 人
5,075万
（H26)

5,700万
（H31)

21
フラワーパーク集客力向上対策
事業

85,564 当事業KPI
フラワーパーク年間有料入園者数
の増加

千人 135 177 180 107.1%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

県内最大級となるＬＥＤ電球約５０万球
でグリム童話の世界を再現したことに
加え，石岡市と連携した広報ＰＲ活動
が奏功し，冬季（12月～2月）の来園者
数が過去最多になるなど，目標値を上
回る成果となり，本県の観光客増に大
きく寄与することができた。
今後は，フラワーパークの冬季のイベ
ントとして定着するよう展示方法を工夫
するとともに，クリスマスなどの関連イ
ベントやＢ級グルメなど食の充実を図
ることにより，リピーターを確保する必
要がある。

事業の継
続

H28年度から石岡市が事業（イ
ルミネーション展示）を継続し，
発展的に実施していく予定。

（参考）
総合戦略
関連KPI

観光地点等入込客数（延べ人数） 人
5,075万
（H26)

5,700万
（H31)

当事業KPI
①

7.18～8.31における有料道路の交
通量の増加（水海道有料道路）

台/日
2,087
（H26)

9,392 8,957 95.4%

当事業KPI
②

7.18～8.31における有料道路の交
通量の増加（若草大橋有料道路）

台/日
980
（H26)

2,842 2,464 86.7%

（参考）
総合戦略
関連KPI

観光地点等入込客数（延べ人数） 人
5,075万
（H26)

5,700万
（H31）

22 有料道路利用促進事業 25,880

地方創生
に相当程
度効果が
あった。

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった。

新聞による宣伝や地元市町村への周
知を実施し，利用者の拡大を図った。

予定通り事
業終了

無料化後の利用者の定着に効
果があったため。

7



（カ）企業等の国内外からの誘致の促進

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等
今後の方
針

今後の方針の考え方（理由）

当事業KPI
①

情報収集のための企業訪問件数 件 － 23 19 82.6%

当事業KPI
②

在日外資系企業を対象としたセミ
ナー等への参加企業数

社 － 100 91 91.0%

（参考）
総合戦略
関連KPI

在日外資系企業を対象としたセミ
ナー等への参加企業数

社
－
（H26)

80
（H31)

（ク）誰もが活躍できる雇用環境の整備

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位 従前値
目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

24 障害者工賃向上応援事業 44,758 当事業KPI
就労継続支援B型事業所利用者の
うち，工賃が前年より増加した人の
割合

％
（60.5）
（H25)

70 64.8 92.6%

地方創生
に相当程
度効果が
あった。

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった。

工賃向上計画を策定し，前年度の工
賃実績より高い目標を掲げ，工賃が前
年度より向上した事業所に対して工賃
アップ実績相当額を助成することによ
り，工賃向上に積極的に取り組む事業
所を支援することができた。
今後は，事業所がより積極的に工賃向
上に取り組むことができるよう，助成対
象要件を見直して事業を実施する。

事業内容
の見直し
（改善）を
行った

事業所がより積極的に工賃向上
に取り組むことができるよう制度
を見直した。

（参考）
総合戦略
関連KPI

就労継続支援B型事業所利用者の
うち，工賃が前年より増加した人の
割合

社
60.5
（H25)

70
（H31）

23 対日投資県内誘致促進事業 99,815

地方創生
に相当程
度効果が
あった。

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった。

県内の外資系企業等を実際に訪問し，
ヒアリングしたことで，本県がアピール
すべきこと，今後取り組むべきことが明
確になった。

取組の追
加等さらに
発展させ
る。

H27年度の取組や調査結果等を
踏まえ，最先端の科学技術から
新事業・新産業が絶え間なく創
出されるイノベーション創発型の
対日投資誘致促進に取組を発
展させる。
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地方創生先行型交付金事業評価（一覧） H28.8.5

《基本目標２》本県への新しいひとの流れをつくる

（ア）東京圏から本県への移住等の推進

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

当事業KPI
①

都内相談窓口での移住相談件数 件 － 1,000 598 59.8%

当事業KPI
②

県北地域お試し居住利用者数 組 － 4 8 200.0%

当事業KPI
③

移住受入態勢の構築に取り組む市
町村数

市町村 － 15 25 166.7%

当事業KPI
④

第２のふるさと県民登録制度への
協力企業・団体数

団体 － 100 87 87.0%

（参考）
総合戦略
関連KPI①

都内相談窓口での移住相談件数 件
－
（H26)

1,000
（H31）

総合戦略
関連KPI②

県北地域お試し居住利用者数 組
－
（H26)

60
（H27-H31
累計）

総合戦略
関連KPI③

移住受入態勢の構築に取り組む市
町村数

市町村
6

（H26）
22
（H31）

26 県北アウトドア魅力発信事業 9,916 当事業KPI アウトドアHPへの投稿件数 件 （285） 300 100 33.3%

地方創生
に効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

アウトドア体験の投稿者に得点を付与
し，高得点獲得者に賞品を提供するポ
イントランキングを実施することにより，
投稿を喚起することができた。
大規模なフェスティバル形式のイベント
（参加者数延べ1,800人）を開催した前
年度を基準に目標を設定したが，当年
度は県北地域ならではの本格アウトド
アを重視し，参加者数を限定した体験
会形式のイベント（参加者数延べ176
人）としたため，イベント参加者等によ
る投稿が減少し，投稿数は100件に留
まった。
今後は，イベントをフェスティバルと本
格アウトドア体験を組み合わせた形式
とし，イベント参加者数を増大させると
ともに，ホームページ上でのプレゼント
キャンペーンの実施などによりホーム
ページのアクセス数の向上も図りなが
ら，投稿件数を確保していく。

事業内容
の見直し
（改善）を
行う

投稿ポイント制度の改善や家族
向けイベントの開催など，アウト
ドア魅力発信を強化することによ
り，地域の認知度向上と誘客促
進を図っていく必要がある。

（参考）
総合戦略
関連KPI

アウトドアHPへの投稿件数 件
285
（H26）

380
（H31）

27 野外体験活動支援事業 21,568 当事業KPI
高萩スカウトフィールドを活用した
野外体験への参加者数

人 110 300 331 116.3%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

高萩市及びボーイスカウト団体との良
好な関係の構築により，高萩スカウト
フィールドの有効活用の推進が図られ
た。今後も関係者との連携を強化する
とともに，事業の一層の充実を図り，施
設の有効活用と青少年の多様な野外
体験活動を支援する。

事業の継
続

活動プログラムの作成・実証や
キャンプサイトの整備を進めるこ
とができた。引き続き，施設等を
整備し，自然体験活動の一層の
機会充実を図る。

（参考）
総合戦略
関連KPI

高萩スカウトフィールドを活用した
野外体験への参加者数

人
110
（H26)

2,700
（H31）

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

本事業は東京圏の都市住民等をター
ゲットとしていることから，都内相談窓
口の設置により本県の移住関係情報
（市町村情報を含め）を，市町村等と連
携しながら幅広く提供できたことは，相
談件数のＫＰＩは達成できなかったもの
の，地方創生の推進に有効であったと
評価する。
今後，本事業のＰＲを強化することでＫ
ＰＩの達成を図る予定である。

事業が効
果的であっ
たことか
ら，取組の
追加等さら
に発展さ
せる

東京圏から本県への新しい人の
流れをつくるため，引き続き移住
相談窓口の運営や情報発信を
行うとともに，「ふるさと県民登録
制度」登録者数の増加を図り，
東京圏の都市住民等と本県との
継続的な交流を促し，市町村や
民間と連携した発展的な事業を
実施する。

第２のふるさと・いばらきプロ
ジェクト

26,233

地方創生
に相当程
度効果が
あった

25
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事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等
今後の方
針

今後の方針の考え方（理由）

28
遊漁振興による地域観光PR・
強化支援事業費

2,993 当事業KPI サクラマス幼魚放流数 尾 － 45,000 45,000 100.0%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

サクラマスは河川でふ化後約1年で海
に下り2～3年後に再び河川に回帰す
るサケ科の魚であり，釣りの醍醐味，
食味にすぐれ，釣り人垂涎の魚種であ
る。その遊漁を首都圏に至近の場所で
体験できる情報が広まり，各種アン
ケートでも強い興味が示されたほか，
サクラマス遊漁券を購入して釣りを楽
しむ遊漁者が増加してきている。
今後も本県サクラマス資源の底上げを
図るための幼魚放流と情報発信を継
続する。

事業内容
の見直し
（改善）

サクラマス化しやすい大型種苗
（幼魚）の確保に要する経費が
高いので，予算を増額し実施す
る。

（参考）
総合戦略
関連KPI

観光地点等入込客数（延べ人数） 人
5,075万
（H26）

5,700万
（H31）

（イ）将来を担う人材の育成及び県内企業等への採用，就労の拡大

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

当事業KPI
①

UIJターン就職内定者数 人 － 150 81 54.0%

当事業KPI
②

インターンシップ就職内定者数 人 － 50 － －

（参考）
総合戦略
関連KPI①

UIJターン促進事業による県外大学
等卒業者の本県企業等への就職
内定者数

人
－
（H26)

750
（H27-H31
累計）

総合戦略
関連KPI②

県内大学卒業者の県内企業等へ
の就職割合

％
38.3
（H25）

46.0
（H31）

30 いばらき輝く教師塾事業 542 当事業KPI
受講生のうち茨城県公立学校教員
選考試験の志願者数

人 （134） 200 110 55.0%

地方創生
に効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

外部講師による講演会やワークショッ
プ型の研修を充実させたことにより，受
講生から「いばらき輝く教師塾を経験し
たことで，ますます教職への意欲が高
まった。」等の意見が寄せられた。今後
は，授業参観の機会を増やすことやよ
り実践的な研修内容を取り入れるなど
して本県教師塾の魅力をさらに高め，
教員志願者の増加につなげていく。

事業内容
の見直し
（改善）

研修内容の充実や県内外の大
学生への周知を図ることにより，
引き続き教員志願者の増加に取
り組む。

（参考）
総合戦略
関連KPI

いばらき輝く教師塾受講生におけ
る本県公立学校教員選考試験志
願者数

人
134
（H26）

200
（H31）

29
地域産業人材UIJターン・定着
促進事業

地方創生
に効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

雇用情勢は改善傾向にあり，全国的に
学生のイベント参加が低調となってい
る中ではあったが，インターンシップや
面接会，バスツアー等の効果的な実施
により，目標値の50％以上を達成する
ことができた。
今後も，継続した事業実施による学生
認知度やイベント参加率の向上を図る
とともに，本県企業の魅力紹介に努
め，UIJターン就職の促進を図ってい
く。
なお，当事業のうちインターンシップは
大学２・３年生を対象に行うものであっ
たため，インターンシップ就職内定者
数のKPIについては，次年度に実績値
が現れる見込み。

事業が効
果的であっ
たことか
ら，取組の
追加等さら
に発展さ
せる

64,225

県内企業を巡るバスツアーの内
容変更や，適性に応じてインター
ンシップ先を選択可能とする内
容の追加等を行い，加速化交付
金も活用し，引き続き実施する。
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事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等
今後の方
針

今後の方針の考え方（理由）

当事業KPI
①

SGH指定等を目指し，先進的国際
教育に取り組む学校数

校 － 2 2 100.0%

当事業KPI
②

SSH指定等を目指し，先進的理数
教育に取り組む学校数

校 － 3 3 100.0%

（参考）
総合戦略
関連KPI

先進的国際・理数教育への取組を
進めた県内私立学校数

校
－
（H26)

15
（H31）

32
私立専修学校職業実践教育促
進事業

6,681 当事業KPI 「職業実践専門課程」認定校数 校 （8） 12 12 100.0%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

「職業実践専門課程」認定校へ支援を
行うことにより，学校が企業等との連携
を効果的に進めることができ，目標値
を達成することができた。
今後も「職業実践専門課程」認定校の
増加による県内専修学校の職業教育
の充実を図る。

特に見直
しをせ
ず，事業
を継続

企業等と連携して，職業に必要
な実践的かつ専門的な能力を育
成する「職業実践専門課程」認
定校を増加させることにより，県
内専修学校の職業教育の充実
を図るため。

（参考）
総合戦略
関連KPI

職業実践専門課程修了者数 人
696
（H26)

5,500
（H27-H31
累計）

（エ）国内外からひとを呼び込む新たな展開

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等
今後の方
針

今後の方針の考え方（理由）

当事業KPI
①

つくばりんりんロード及び霞ケ浦自
転車道利用者数

人 40,000 44,000 39,000 -25.0%

当事業KPI
②

乗り捨て型広域レンタサイクル利
用者数

人 － 80 155 193.8%

当事業KPI
③

周辺地域レンタサイクル利用台数 台 5,000 5,250 6,499 599.6%

当事業KPI
④

県内サイクリングツアー開催数 回 － 4 10 250.0%

（参考）
総合戦略
関連KPI

つくばりんりんロード及び霞ケ浦周
辺の自転車道利用者数

人
40,000
（H26）

65,000
（H31)

34
県北アートフェスティバル開催
準備等事業

206,557 当事業KPI 域外からの芸術家等活動者数 名 － 50 320 640.0%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

森美術館館長の南條史生氏を総合
ディレクターに選任し，芸術祭の開催
概要を決定するとともに，参加候補
アーティストや専門スタッフが県北地域
に足を運び，リサーチ等の活動を展開
した。引き続き，国際芸術祭の開催に
向けて取り組んでいく。

事業が効
果的であっ
たことか
ら，取組の
追加等さら
に発展さ
せる

これまでに築いた芸術家等との
ネットワークやノウハウを活か
し，国際芸術祭を開催すること
で，新たな価値創造及び地域活
性化に結びつけていく必要があ
る。

（参考）
総合戦略
関連KPI

域外から県北地域に入り，活動す
る芸術家等の数

人
300

（H27-H31
累計）

私立学校世界に羽ばたく人材
育成推進事業

31

水郷筑波・サイクリングによる
まちづくりプロジェクト

33

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

SGHの指定，IBDPの認定，SSHの指定
及び科学の甲子園等への出場を目指
す県内私立高等学校等へ支援を行う
ことにより，県内私立高等学校等の取
組を効果的に進めることができ，目標
値を達成することができた。
今後は，先進的な国際教育や理数教
育に取り組む私立学校数のさらなる増
加を図る。

事業が効
果的であっ
たことか
ら，取組の
追加等更
に発展さ
せる

12,500

99,024

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

サイクリング環境のＰＲなどを実施する
ことにより，広域レンタサイクルやサイ
クリングツアーの企画・開催などは目
標値を上回る成果につながった。
今後は，更なる認知度向上を図るた
め，引き続き市町村と連携しながら，手
軽で安心安全なサイクリング環境の整
備等を行っていく。
なお，つくばりんりんロード及び霞ケ浦
自転車道利用者数のKPIについては，
特定日時による調査を実施し，推計に
より算出していることから，調査日の天
候等により影響を受けることが考えら
れる。

追加等更
に発展さ
せる

本プロジェクトの取組は始まった
ばかりであり，その認知度はま
だまだ低い状況にあることから，
マスコミ等を通じて県内外に広く
ＰＲする施策を充実させるととも
に，サイクリストを地元商店や周
辺観光地へ誘導する施策を充実
させ，地域経済の活性化を図
る。

先進的国際教育への支援として
国際バカロレアの認定を目指す
学校に対する支援を拡充し，事
業効果をより一層高めるため。

11



事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

35 高等学校文化活動推進事業 2,314 当事業KPI 高校生の文化部加入率 ％
24.1
（H25）

25.1 25.0 90.0%

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

外部指導者による指導や講演会を通
じて，本県高等学校の文化部活動の
活性化を図ることができた。
本県高等学校の文化活動をさらに活
性化させ，充実したものとするために
は，継続して事業を実施する必要があ
る。

事業の継
続

引き続き高校生の文化活動のす
そ野の拡大を図るため，継続し
て事業を実施する。

（参考）
総合戦略
関連KPI

県が提供する文化の鑑賞等の機
会への参加者数

人
8,287
（H26)

12,600
（H31)

36
東京オリンピック・パラリンピッ
ク推進本部運営費

1,117 当事業KPI キャンプ誘致に取り組む市町村数 団体 （13） 20 26 130.0%

地方創生
に非常に
効果的で
あった。

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった。

市町村との連絡会議の設置やキャン
プ誘致に係る研修会の実施により，市
町村に対し効果的に情報提供や助言
を行うことができ，目標値を上回る成果
につながった。
今後は，キャンプ誘致に取り組む市町
村のさらなる増加を図るとともに，実際
にキャンプ誘致につなげることが課題
であるため，引き続き市町村と連携し
ながら，各国や競技団体等への働きか
け等を行っていく。

事業の継
続

2020年に向けて，キャンプ誘致
に取り組む市町村のさらなる増
加を図るとともに，実際にキャン
プ誘致につなげていくため，引き
続き事業を継続する必要があ
る。

総合戦略
関連KPI①

キャンプ誘致に取り組む市町村数 市町村
13
（H26）

20
（H31）

26 130.0%

総合戦略
関連KPI②

ホストタウンに取り組む市町村数 市町村
－
（H26)

10
（H31）

2 20.0%

（参考）
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地方創生先行型交付金事業評価（一覧） H28.8.5

《基本目標３》若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（ア）若い世代の経済的安定

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

37
いきいきと活躍する若者支援事
業

10,582 当事業KPI 若者団体の会員数の増加率 ％ － 5 11.1 222.0%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

本事業の実施により，若者団体の掘り
起しや，若者が新たに活動を始める
きっかけづくりとなったことから，若者
の活動の活性化に繋がった。
今後は，若者団体の会員数のさらなる
増加を図るとともに，若者の活動情報
の発信力や，活動の持続性が課題で
あることから，専門家による助言・指導
などの支援を行う。

事業の継
続

若者の活動の活性化や地域活
動への参加意識を向上していく
ためには，若者の活動を引き続
き支援していく必要がある。

（参考）
総合戦略
関連KPI

若者団体の会員数 人
2,800
（H26)

3,500
（H31）

（イ）結婚支援の充実

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

当事業KPI
①

サポートセンター入会者数の増加
率（対前年度比）

％ － 10 -9.5 -95.0%

当事業KPI
②

マリッジサポーターからのお見合い
報告数

件 － 400 555 138.8%

当事業KPI
③

マリッジサポーターによる成婚報告
数

件 － 30 33 110.0%

（参考）
総合戦略
関連KPI①

サポートセンター利用者等の成婚
数

組
1,366
（H26）

2,500
（H31）

総合戦略
関連KPI②

マリッジサポーター数 人
841
（H26）

1,100
（H31）

9,86138
いばらき出会いサポートセン
ター相談体制等強化事業

マリッジサポーター地域活動協議会が
行う活動（ふれあいパーティー，結婚相
談会等）への支援により，活動を活発
化することができ，目標値を上回る成
果につながった。
なお，入会者数の増加等に資するサ
ポートセンターの会員用システムにつ
いては，整備完了が年度末となったこ
とから，事業効果の発現にまでは至ら
なかった。
今後も，少子化の要因である未婚化・
晩婚化の流れを変えるため，本県の結
婚支援の中核機関であるいばらき出
会いサポートセンターの利便性やマッ
チング機能の向上，マリッジサポー
ターのさらなる資質向上などに取り組
み，結婚支援の充実を図っていく。

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

事業内容
の見直し
（改善）

事業は一定の効果があり，少子
化対策として引き続き実施。
今後も，少子化の要因である未
婚化・晩婚化の流れを変えるた
め，本県の結婚支援の中核機関
であるいばらき出会いサポート
センターの利便性やマッチング
機能の向上，マリッジサポーター
のさらなる資質向上などに取り
組み，結婚支援の充実を図って
いく必要がある。
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（ウ）妊娠・出産・子育て支援の充実

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

当事業KPI
①

サービス提供会員数の増加率（対
前年度比）

％ － 10 4.8 48.0%

当事業KPI
②

新たにファミリー・サポート・セン
ター事業を実施する市町村数

団体 － 5 1 20.0%

（参考）
総合戦略
関連KPI①

地域子育て支援拠点数 箇所
245
（H26)

280
（H31）

総合戦略
関連KPI②

いばらき子育て家庭優待制度協賛
店舗数

店
5,518
（H26）

7,200
（H31）

（エ）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

40
女性活躍推進事業（企画提案
支援）

9,190 当事業KPI
当該事業に参加した女性団体等の
会員数の増加率

％ － 5 33.1 662.0%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

本事業の実施により，女性がリーダー
シップを発揮して地域の活動に参画し
たことで，女性活躍に対する理解が深
まり，気運醸成に繋がった。
今後は，若者団体向けの事業と統合
し，各団体相互の連携と交流を図る。

事業が効
果的であっ
たことか
ら，取組の
追加等さら
に発展さ
せる

若者団体向けの事業と統合し，
各団体相互の連携と交流を図る
ため。

（参考）
総合戦略
関連KPI

ハーモニートップセミナー参加企業
数

社
55
（H26）

130
（H31)

41 女性就職促進事業 741 当事業KPI 面接会就職内定者数 人 － 20 1 5.0%

地方創生
に効果が
なかった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

「就職面接会」を実施したが，面接会は
参加者にとって心理的なハードルが高
く，参加者数が少なかった。

事業内容
の見直し
（改善）を
行った

「就職面接会」は参加者にとって
心理的なハードルが高いため，
履歴書不要，服装自由の「企業
説明会」に変更し，参加者にとっ
ての心理的なハードルを下げ，
より多くの方が参加しやすい事
業内容に変更して当事業を継続
していく。

（参考）
総合戦略
関連KPI

女性が働きやすい企業が参加する
就職面接会における就職者数

人
－
（H26)

100
（H27-H31
累計）

2,63539 子育て支援促進事業

地方創生
に効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

【サービス提供会員数について】
広報やシンポジウムの開催により，
サービス提供会員の増加につながっ
た。
いずれの市町村においてもサービス提
供会員の確保に苦慮する中，意欲的
に10％増加を目標として取り組んだ
が，結果として4.8％増加に留まった。
【新たにファミリー・サポート・センター
事業を実施する市町村について】
未実施18市町村のうち5市町村分の予
算を確保し，目標を設定。3市町が手を
挙げ，結果的にH27年度中に立ち上げ
たのは1市に留まったが，H28年度中に
2町が立ち上げる見込み。

予定通り
事業終了

事業効果はあるものの，同内容
での事業実施は終了する。ただ
し，従前からの地域子育て支援
事業費（国補）を活用し，引き続
き市町村のファミリー・サポート
センター事業の運営補助を実施
中。
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地方創生先行型交付金事業評価（一覧） H28.8.5

《基本目標４》時代に合った地域をつくり，安心なくらしを守るとともに，地域と地域を連携する

（ア）人口減少下におけるまちづくり・地域連携の推進

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

42
中山間地域アグリビジネスモデ
ル創出調査研究事業

12,639 当事業KPI 地域提案型のプロジェクトの推進 件 － 3 4 133.3%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

県北中山間地域の市町に働きかけを
行ったところ，地元自治体に地域資源
を活用した地方創生の意欲を高めるこ
とができ，４件の地域提案型のプロジェ
クトが提案され，目標値を上回る成果
につなげることができた。現在，新たな
プロジェクトの実施を検討している市町
があることから，引き続き事業を実施し
ていく。

追加等更
に発展さ
せる

中山間地域の活性化のために，
アグリビジネスモデルを広域的
に展開させていく必要があるた
め，引き続き事業を実施してい
く。

（参考）
総合戦略
関連KPI

主要な都市農村交流施設利用者
数（中山間地域）

千人
2,203
（H26)

2,380
（H31）

43
元気な農山村創生チャレンジ
事業

4,031 当事業KPI
地域の提案による自主的な取組へ
の支援（地域資源を活用した６次産
業化，都市農村交流等）

件 － 9 8 88.9%

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

初年度の取組だったこともあり，取組
数は目標値を下回ったが，モニターツ
アーの実施による交流人口の拡大や，
フルーツほおずき等の販売品目の拡
大の取組みや野菜ソムリエ取得店員
の設置などにより，直売所（都市農村
交流施設）利用者増につながった。
対象市町のなかで，未実施の市町もあ
るので，引き続き事業の活用を推進し
ていく。

事業の継
続

中山間地域の維持・活性化させ
るために，引き続き事業を継続
する必要がある。

（参考）
総合戦略
関連KPI

主要な都市農村交流施設利用者
数（中山間地域）

人
2,203
（H26)

2,380
（H31）

8,652
当事業KPI
①

技術習得プログラム受講者 名 － 4 2 50.0%

当事業KPI
②

ウルシノキ植栽本数 本/年 － 2,000 2,162 108.1%

（参考）
総合戦略
関連KPI

主要な都市農村交流施設利用者
数（中山間地域）

千人
2,203
（H26)

2,380
（H31）

漆を活用した過疎・中山間地域
活力創造事業

44

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

ブログラム受講者については，２団体
により各1名ずつ受け入れられており，
育成がすすめられている。植栽本数に
ついては，補助事業を公募したことに
より複数の団体（3団体）が植栽に取り
組んだこと及び植栽に係る資機材類に
ついても支援したことで，目標値を上回
る成果につながった。
今後，受講者の定着及び植栽木の生
育管理等が課題であるため，市町村
及び関係団体等と連携を図りながら，
これらの課題に取り組んでいく。

特に見直
しをせず，
事業を継
続

漆掻きの技術は短期間で修得す
ることが困難であり，受講者が確
かな技術力を身につけ，独立・
定着を推進するために3年程度
の研修を必要とする。
また受講者の独立後の資源確
保及び地域の生産振興に寄与
するため，植栽を継続していく必
要がある。
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（イ）人口減少社会，超高齢化社会における生活支援サービスの維持

事業名
事業費
（千円）

重要業績評価指標（KPI） 単位
従前値
（H26）

目標値
（H27）

実績値
（H27）

達成率 事業効果 事業の評価 事業効果の発現要因・課題等 今後の方針 今後の方針の考え方（理由）

45 いばらき商人塾事業 5,342 当事業KPI 商人塾研修カリキュラム修了者数 人 － 60 94 156.7%

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

講師が手掛けた実例を基にした研修を
実施することにより，中小企業者に対
し効果的に活性化手法等を修得する
機会を提供し，目標を上回る参加につ
ながった。
引き続き効果的な研修の機会を設ける
とともに，中小企業者を対象に商店街
活性化に向けた研修を行っていく。

事業の継
続

中小商業や商店街の活性化に
向けて，魅力ある個店づくりや商
店街リーダーを育成するため，
引き続き事業を実施する。

（参考）
総合戦略
関連KPI

商店街における活性化事業計画の
策定件数

件
14
（H26）

30
（H31)

当事業KPI
①

主な装備品の配備率（救助用半長
靴）

％ （27.2） 58 60 103.4%

当事業KPI
②

主な装備品の配備率（救命胴衣） ％ （13.4） 45 23 51.1%

当事業KPI
③

主な装備品の配備率（トランシー
バ）

％ （5） 37 8 21.6%

当事業KPI
④

消防団員数の維持 人 （23,830） 23,830 23,501 98.6%

（参考）
総合戦略
関連KPI①

消防団の安全装備品の配備率
（救助用半長靴）

％
27.2
（H26）

100
（H31）

総合戦略
関連KPI②

消防団の安全装備品の配備率
（救命胴衣）

％
13.4
（H26）

100
（H31）

総合戦略
関連KPI③

消防団の安全装備品の配備率
（トランシーバ）

％
5.0
（H26）

100
（H31）

総合戦略
関連KPI④

消防団員数（現状維持） 人
23,830
（H26）

23,830
（H31）

46 21,061消防団充実強化推進事業

地方創生
に効果が
あった

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

事業効果としては，事前に各市町村に
対して説明会を行うなど十分な周知活
動を行ってきた。
課題としては，社会的な趨勢として人
口減少があり，その中で消防団員数を
どのように維持していくかが大変難し
い課題となっている。
今後とも当該事業を継続し，消防団員
数を確保するとともに，消防団を中核と
した地域防災力の充実強化を図ってい
く。
なお，トランシーバの配備率について
は，消防車1台（約5人乗車）につき1台
配備すれば支障がないため，配備が
進んでいない状況にある。

特に見直
しをせず，
事業を継
続

単年度では市町村の予算措置
が困難であると考えられるが，装
備品をできるだけ短期間に配備
するため３ヶ年を事業期間として
おり，引き続き事業を継続する。
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